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経済論叢(京 都大学)第159巻 第3号,1997年3月

1950-60年 代 日本 自動 車工 業 に お け る

技 術 導 入 過程 の 史 的数 量 分析(1)

一 戦後日本経済発展に対する適正技術論の有効性の検証一

矢 野 剛

1は じ め に

先進国から開発途上国への技術移転の問題を考える際に,移 転→定着の成功

の条件 として,技 術受け入れ側途上国の置かれた環境,条 件に照 らし合わせて

`適正'な 技術を導入すること
,あ るいは導入技術を`適 正化'し てゆ くこと

が重要であるとする議論がある。いわゆる適正技術論である。この場合の`適

正'概 念の内容は論者によって相違があるが,本 稿においては,生 産要素投入

比率がその経済全体の要素賦存度に合致することを指 して,そ の技術を適正と

いうことにする。生産要=素を資本と労働に限定して考えた場合,途 上国におい

ては資本の労働に対する希少性は高 く,し たが って,労 働集約度を高める技術

が適正な技術になる。このような適正技術を選択ない し開発することが,途 上

国への技術移転を成功 させる要件になると適正技術論では考える。

上記のような適正技術論が高度な技術,高 い製品完成度が要求される現代の

リーディングセクター産業における途上国の技術導.入に対 しても,有 効性を持

ちうるか否か,が 検証 されねばならない と我々は考える。そのために本稿では,

後発国の重化学一1:業としては類い希な成功をおさめた日本自動車工業(ア ッセ

ンブリーおよび部品)の 戦後の起ち上が りの時期を具体的検討対象 とする。自

動車工業は,か つての途上国,日 本の経済発展のリーディングセクターであっ

た。また,自 動車工業を取 り上げることにより,今 後の国際比較の基礎をつ く
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る こ とを も 自的 と してい る。

以 下H節 で は,戦 後 日本 自動 車 工 業 に お け る適 正 技 術 をめ ぐる 先 行 研 究 を

サ ー ヴ ェ イ し,現 在 の議 論 の状 況 を概 観 す る。 ㎜ で は 基 本 的 な モ デ ルの 設 定 を

行 い,検 証 され るべ き仮 説 を フ ォーマ ルな か た ち で 示す 。IV節 で は後 の回 帰 分

析 に使 用 され るデ ー タの セ ッテ ィ ングの 方 法 を 説 明 して,パ ネ ル デー タ を作 成

す る。V節 で は仮 説 検 証 のた め の 回 帰 分 析 の手 法 を説 明 し,、 里節 で は 生 産 関数

の 計 測結 果 を も とに仮 説 の検 証 を お こな う。最 後 に 、皿節 で 結 論 を述 べ る。

11途 上国としての 日本における適正技術 をめぐる諸議論

戦 前 期 日本 の非 農 業 部 門全 体 の技 術 導 入,技 術 進 歩 の 動 向 とい う問 題 に 関 し

て は様.々.な議 論 の余 地 が あ る に して も,個 別産 業 分 野 に つ い て は 導入 技 術 の適

正 化 な い しは 適 正 技 術 が 存 在 した こ とは,例 え ばK.Otuka,G.Ranis,andG,

Saxonhouse〔1988〕 等 の様 々 な実 証研 究 か ら否 定 で きない 。

そ れ で は戦 後 の 口本 経 済 にお い て導 入技 術 の適 正 化 な い し適 正技 術 の採 用 は

現 実 に存 在 し,そ して 経 済 発展 に重 要 な意 味 を持 った の か?戦 後 日本 の経 済

発展 の リー デ ィ ング セ ク タ.一,自 動 車 工 業(ア ッセ ンブ リー お よ び 部 品)の 技

術 導 入 につ い て,先 行研 究 をサ ー ヴ ェイす る こ とに よ り,こ の 問題 に 対す る解

答 が現 時 点で どの程 度 まで 与 え られ て い るか をみ て ゆ くこ とに しよ う。

戦 後 日本 自動 車 工 業 の技 術 導入 過程 に お け る,適 正 技 術 な い し技 術 の適 正化

の 存 在 に対 して,肯 定 的 な見 解 と して 藤 本 ・テ ィ ッ ド 〔1993〕,塩 地 〔1994〕

が あ る 一 方,否 定 的 な 見 解 と し てIshikawa〔1981〕 や 尾 高 〔1983〕,山 岡

〔1990〕,下 川 〔1990〕 が 存 在 して い る。.

す な わ ち,先 行 研 究 の概 観 か らの結 論 は,工 業一.一般 につ い て 技 術 の 適正 化 な

い し適 正技 術 渉存 在 し うるか 否 か につ い て統 一 的 な 見解 が 形 成 さ れ て い な い ば

か りで な く,具 体 的 に戦 後 日本 自動 車 工 業 に検 討 の対 象 を限 定 して さ え 技 術 適

.正 化 の可 能性,有 用 性 につ い て相 対 立 す る諸 見解 が 複 数 存 在 して い る よ うな研

究 状 況 が 存在 して い る とい うこ とで あ る。 戦 後 日本 自動 車 τ業 につ い て この よ
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うな諾見解の対立に陥っている理由を考えると,そ れらの諸見解が単なる仮

説 ・モデルの提示に近いものであった り,実 証研究である場合 も論拠となる資

料や研究方法が記述的なものに偏っていることが大 きな理由であると考える。

つまり記述的な研究方法に依拠するため,生 じている事態の一部分にしか論拠

の射程が及ばない弱点が露呈されているのである。

そこで本稿においては事態を包括的に,か つ理論的視点 との関連性を手放さ

ずにとらえるために計量的 ・数量的分析手法を採用する。

具体的には1950-1960年 代 の日本 自動車工業 を事例として計量的分析をおこ

ない,そ の時期の日本自動車工業の導入技術の適正化についての議論に決着を

つけることを目指す。

IIIモ デル 適 正 技 術 を如何 に と らえ る べ き か ～

技術の労働集約化のための資本と労働の代替可能性の存在を,計 量経済学的

に検証するのに最 もポピュラーに使われてきたのが代替の弾力性(σ)の 計測

である。

そこで生産関数形にCES型 を仮定し,途 ヒ国製造業の σを推定する実証研

究が数多 く行われている。 しか しそのような手法で適正技術の存在可能性の有

無を調べるやり方は二重の弱点を持っている(L.J.White[1978])。 すなわち,

実証上ある一国の,か つ一時点の σを推定することの困難さと,適 正技術の

存在の有無を,固 定された生産関数上の選択肢の有無 と同一であると捉えて良

いか,と いうモデルの定式化上の問題である。

国内の同一業種でクロスセクション分析がで きれば第一の問題は解決され,

その計測時点での代替の弾力性 σはかな り正確に計測で きるであろう。 しかし

これは地域別データが詳細にそろっている国の国内に広範にその生産拠点をお

いている産業に対 してのみ可能な方法であ り,単 位当りの設備投資規模が大き

くなりがちで,生 産拠点が遍在する傾向にある重化学工業では採.用困難である。

σの推定から資本と労働の代替の可能性=適 正技術の存在可能性をみること

.

ー

-
.
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が 困 難 とな れ ば,そ の他 に いか な る手段 が あ るので あ ろ うか?

そ の 問 題 を,再 び先 行 研 究 の諸 成 果 をサ ー ヴ ェイす る こ とに よ り考 え て み よ

う。 これ は,第 二 の 問 題 に対 す る解 答 を も与 え る。

企 業 レベ ルで の 技術 導 入 とR&D投 資 の 正 の 相 関 関 係 を指 摘 した り,あ る

い は導 入 技 術 の適 応 的(adaptive)な 改 良,革 新 の存 在 を示 唆す る諸 論 文 が あ

る(H.Katrak〔1989〕;S.Teitle〔1984〕;5.Lall〔1985〕)。 また 具 体 的 に,戦

後 日本 の技 術 戦 略 が技 術 導 入 と技 術 吸 収 的 なR&1)に よ るtechnologicalbor-

rowingに あ った こ と を,戦 後 日本 の純 技 術 輸 入 額 の 高 さ と他 の先 進 国 に ひ け

を と ら な いR&Dへ の 金 銭 的,人 的 投 資 率 の 高 さ か ら 主 張 す るT.

Blu皿enthal〔1976〕 の論 文,新 興 工 業 国 か ら輸 出 さ れ る技 術 が そ うい う導.入

技 術 の適 応 的 な イ ノヴ ェ ー シ ョ ンの 結 果 生 み 出 され た もの で あ る とす るC.」 、

Dhalman,andF.C.Sercovich〔1984〕 の 議 論 もあ る。 そ れ ら の議 論 をふ ま え

て生 産 関数 の形状 と代 替 的(適 正)技 術 の 存 在 ロ∫能性 を考 え てみ る と,適 正技

術 とはあ らか じめ提 示 され た通 常 の 生 産 関 数 の 無 差 別 曲線 上 の一 点 と して存 在

す るわ けで はな く,適 正 技 術 の選 択 とはそ の 点 の 生 産 要 素 の組 み 合 わ せ を事 前

的 に示 され た メニ ュー の一 つ と して 選 択 す る こ とで もな い,と 考 え る のが 妥 当

で あ る と思 わ れ る、す なわ ち適 正技 術 の 選 択 と考 え る よ りは,先 進 国か らの 導

入 技 術 の適 正 化 の 結 果,適 正 技 術 が 生 み 出 され た と考 え る べ きな ので あ る。 し

たが って,そ の よ う な尊 人技 術 の適 正 化 とは,あ る技 術 集 合 か ら の選 択 で あ る

と同時 に,途 上 国 独 自の技 術 革新=マ イ ナー イ ノ ヴ ェー シ ョンの側 面 を も併 せ

持 って い る ので あ る。

この よ うな導 入 技 術 の適 正 化 の持 つ,選 択 と革 新 の2側 面 を 包 含 し得 る モ デ

ルが 存 在 す る。 そ れ が ヒ ッ ク.スの 誘 発 的 技 術 革 新 の議 論 に 始 ま り,Hayami

andRuttan〔1985〕 の メ タ ・プ ロ ダ ク シ ョ ンフ ァン ク シ ョン とい う実証..ヒの理

論 的 ツー ル に お い て定 式 化 され た メ タ プロ ダク シ ョ ンフ ァン ク シ ョン上 に お け

る グ ロー バ ル オ プテ ィマ イゼ ー シ ョンモ デ ルで あ る%

1)た だ し,必ず しもHayamiandRuttan〔1985〕 は誘発的技術革新のモデル上の定式化のた/
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メ タ ・プ ロ ダ クシ ョ ン フ ァ ン ク シ ョ ン と通 常 の 生 産 関数 の 関係

餌 ρ

←通 常 の生 産 関数

メ タ ・プ ダク ション→

ファン ン ヨン

蹴

労働 ム

すなわち第1図 のように,メ タ・プロダクションファンクションと通常の生

産関数の関係は描かれる。 ここで,Kは 資本投入量,五 は労働投入量 とする

(第1図)。

技術進歩をも含む超長期の生産関係を描 くのがこのメタ ・プロダクション

ファンクションであ り,技 術革新可能曲線と解釈できる。そしてこれは通常の

生産関数の包絡面として存在すると考えられている。そうすると,こ の技術革

新可能曲線上の κ彫 比の大きな方向での技術選択は,生 産関数上では資本使

用的かつ労働節約的技術進歩としてあらわれる。これが先進国の状況に適応 し

たグローバルオプティマイゼーションである。そして,途 上国のおかれた環境

に適応 した,技 術革新可能曲線上の1(/L比 の小さな方向での技術選択は資本

節約的かつ労働使用的技術進歩として通常の生産関数の動 きにあらわれる。こ

の選択ない し動きが導入技術の適正化である。

＼めだけ に,こ のアプローチを開発 したわけではな く,ま たその定式化 も本稿 の以下で採用す るモ

デル とは同 じではない,本 稿では導入技術 の適正 化に対す るそ の基本的 なアイデアを採用 した。
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以 上 を 数式 で表 現 して お こ う。

まず タ イ ム トレ ン ド項 入 りの生 産 関 数 を考 え る。 この 場 合 タ イ ム トレ ン ドは

技 術 進 歩 の代 理 変 数で あ る。 こ の生 産 関 数 を2階 微 分 可 能 とだ け仮 定 し

Y=f(K,L,T)と した と きr:生 産 量K二 資 本

五=労 働 丁:タ イ ム トレ ン ド

∂1nr ∂lnyS
L=Sk= ∂1

n五∂InK

か つ

β灘一籌 銑・一籌

とす る。 そ こで 技 術 進 歩 バ イ アス は

8解>0な ら資 本 使 用 的 技術 進 歩,Bar>0な ら労 働 使 用 的技 術 進 歩

(く)(資 本節 約 的技 術 進 歩)(〈)(労 働 節 約 的 技 術 進 歩)

と して あ らわ され る こ とに な る。 以..ヒま とめ る と途 ヒ国 で導 入 技 術 の 自律 的 な

技 術 進 歩(adaptation)が 起 これ ば βKτ≦0か つBLT≧0に 結 果 し,導 入技 術

(先進 国 で の技 術 進 歩 の 結 果 生 まれ た技 術)を そ の ま ま 入 れ る とBκT≧0か つ

BL7≦0に 結 果 す る,と い う こ とで あ る 。 な お南 〔ユ970〕,安 場 〔1980)に よ

れ ば,戦 後 日本経 済 は1960年 代 に二 重 構 造 経 済 か らの転 換,す なわ ち 労 働 過 剰

経 済(途 上 国 的 生 産 要 素賦 存 状 況)か ら労働 不 足経 済(先 進 国 的 生 産 要 素 賦 存

状 況)へ の移 行 が 起 こ った とされ て い る。

上 記 の結 論 よ り技 術 項 な い しは タイ ム ト レン ドを説 明変 数 の一 つ とす る生 産

関数 のパ ラ メー ター の推 定 が具 体 的 な実 証 の た め の作 業 とな る。

生 産 関 数 型 と して は 説 明 変数 の一 つ と して タ イ ム トレ ン ドを含 んだ トラ ンス

ロ グ型 生 産 関 数 を採 用 す る 。

す な わ ち,生 産 要 素 をK,Lの2つ と し,先 と同 じ く技 術 進 歩 の 代 理 変 数

と して タ イ ム トレ ン ドTを 以 下 の よ うに トラ ンス ロ グ型生 産 関数 に入 れ る と,

(nY=α 。+ακ1nK+αLlnL+aTT+β 乱ln五
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+1/2β κK(㎞1く)2+1/2βL乙(lnL)2

+β κr(lnK)T+β 、。(lnL)T+1/2β πT2(1)

とい う生 産 関 数 型 に な る。 この よ う なか た ちで タイ ム トレ ン ドTを トラ ンス

ロ グ型 生 産 関 数 に含 め る こ とに よ り,先 に も述 べ た,∂ln}γ ∂lnX=5κ(X=κ

L)と した と きに βxr=∂ 嗣 ∂7で 定 義 され る技 術 進 歩 バ イ ア スが 一 定値 とな る6

こ こへ さ らに,生 産 関 数 が0次 同次 ～ ユ次 同次 の 間 のN次 同次 で あ る と き

に は,そ の1Vが 大 きい ほ ど最 適 生 産規 模 が 大 き くな る とい う理 論 的 命題 を利

用 して,国 内 市 場 規 模 に 合 わ せ た 生産 技 術 の創 出 と言 う観 点か ら も技 術 の適 正

化 を み られ る よ うにモ デ ルを 整 え よ う。

生 産 関数Y=f(X,,...,鵡)がN次 同 次 性 を持 って い る とい うこ とは

Inf(2X,,∴.,AX.)=ln∫(λ:、,_X.)+1Vlnλ

とい うこ とで あ る。

(1)式 が 上記 の よ うな性 質 を持 つ た め に は

βXL=「Oe【K=一 β肌

が 満 た され れ ば よい 。(1)式 に この 制 約 を 課 す と

InY=α 。+ακInκ+αLInL+aTT-1/2β κL(lnK-InL)2

+βKr(lnK)τ+βLr(ヒ1L)7「+1/22,6,,T(2)

とな る。

こ の(2)式 におい て は同 次 性 係 数Nは

1V=(α κ+αL)+(β πT+βLr)T

で あ る 。 す な わ ち タ イ ム ト レ ン ドTの 線 形 関 数 と な っ て お り,関 数 の 同次

性 が 時 間 の 経 過 と と も に 上 昇 あ る い は 下 降 し て ゆ く と い う意 味 に お い て

駅 τ)次 同次 性 を持 つ 生 産 関 数 で あ る,と 表 現 す る こ と にす る。

ま た(2)式 にお い て,先 述 の一 定 値 に な る技 術 進 歩 バ イア ス の指 標 は

Bar=βXT,Bar=β π

で あ る。

上 にあ げ た2点 をみ る こ とを 目的 と して(2)式 を本 稿 の モ デ ル の基 本形 と し

司

1

導
.
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て採 用 す る。

.IVデ ー タ

戦 後 日本 自動 車 工業 の 企業 別 の マ イ ク ロデ ー タを使 用 す る。 この 企 業 別 デ ー

タの1杜 につ き特 定 の数 年 間 を取 り出 し,ア ッセ ンブ リー,部 品 両 業 界 毎 に,

各 企 業 ×何 年 間 か の時 系 列,の パ ネ ルデ ー タ と して整 備 しよ う とい うわ け で あ

る。 デ ー タの基 本 的 な 出所 は有 価 証 券 報 告 書 で あ る。 各 企 業 毎 に高 度 成長 終期

と考 え られ る1975年 か ら可 能 なか ぎ りさか の ぼ ってr(生 産 量 〉,κ(資 本 ス

トッ ク),L(労 働)に つ い て の年 次 デ ー タ を 整備 した 。 最 も長 期 にわ た って

デ ー タ採 取 の.可能 で あ った もの で1950-75の25年 間 で あ る。 な おy;κLの

デ ー タ整 備 の 手 続 きの詳 細 につ い て は村 請 を参 照 さ れ た い。

それ で は デ ー タ を採 取 した企 業 の一 覧 を ア ッセ ン ブ リー,部 品 に分 けて 下 に

掲 げ る(第1表)。

あ る一 時 点 にお い て技 術 導 入 が 始 ま り,そ の 後 数 年 間 が導 入技 術 の 消 化,吸

収 の 期 間 で あ った と考 え る。 そ の 期 間 を本 研 究 の検 討 の対 象 と した い 。 そ の た

め に は技 術 導入 の始 期 を確 定 しな くて は な らな い。 た だ し技 術 尊 人 の 始期 あ る

い は技 術 導 入期 は 各企 業 毎 の 特 殊 性 を 勘 案 し,各 企 業 毎 に異 な って い た と考 え

第1表 メーカーのデー タ採取期 間

・アッセンブリーメーカー 。部品メー カー
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る。 これ はパ ネ ルデ ー タの取 り扱 い 方 と して は妥 当 な もので あ ろ う。

技 術 導 入 始 期 の 決 定 の方 法 で あ るが,ま ず ひ とつ に は社 史 に代 表 され る記 述

的 な 資料 を無 視 す るわ け に はい か な い。

また 先 進 国 か らの技 術 導 入が な され た と き には そ の企 業 に とっ て大 きな 技 術

進 歩 が 生 じて い る と考 え られ る。広 義 の技.術進 歩 を計 測 す る指 標 と してTFP

(全 要 素 生 産性)成 長 率 が あ る。 残 余 と もよば れ る。 こ こで はTFP成 長 率 を

以 下 の よ う に定義 して測 定 した 。

G(TFP)=G(y)一S,G(κ)一s。0(L)

こ こでC()は 成 長 率,SKは 資 本 分 配 率,SL.は 労 働 分 配 率 で あ る。 各 企 業

に つ い て の 記 述 的 な 資 料 を 検 討 す る と同 時 にTFP成 長 率 の 推 移 をそ れ ら と照

ら し合 わ せ な が らみ てゆ くこ と に し よ う。 そ の前 に留 意 点 を幾 つ か挙 げ て お き

た い 。

記 述 的 な 資料 か ら の技 術 導 入 に関 す る情報 と して,特 に注 意 す べ きな の が戦

後 早 い段 階 ℃ の公 式 な技 術 提 携 で あ る。 そ の技 術 提 携 が 当 該 企 業 の技 術 形 成 に

決 定 的 な 重 要性 を持 っ てい た と考 え られ るの で あ る。 しか し技.術導 入 の経 路 は

必 ず し も公 式 技 術 提 携 に限 られ る もの で は な く,非 公 式 な知 識 の 流 入,設 備 機

械 に 体 化 さ れ た導 入技 術 な ど様 々な もの が考 え られ る。 そ の 中 で も機 械 に体 化

され た技 術 の導 入 の役 割 が か な りの 重 要性 を持 ってい た もの とみ な し,新 規 設

備投 資 に つ い て の情 報 も重 視 した い 。 な お技 術 提 携 な り新 規 設 備投 資 が始 ま っ

て か ら,当 該 企 業 の技 術 〔生 産)構 造 に 影響 が 出 る まで に数 年 の ラ グが 出 る こ

とは 想 定 さ れ ね ば な ら ない 。

各 企 業 のTFP成 長 率 時 系 列 の 算 出 には 労 働 分 配 率5π お よび資 本分 配 率5乙

の 情 報 が 必 要 に な る。 そ れ らは 『わ が 国 企 業 の経 営 分 析 ・企 業 別 編』(通 産 省

刊)の1970年 版 か ら基 本 的 に は と り,1970年 版 に対 象 企 業 が 登 場 して い な い場

合 に は1981年 あ る い は1982年 版 を使 った3〕(第2・3図)。

2)「 わが国企業の経営分析 ・企業別編」の定義する 「資本分配率」+「労働分配率.1は必ずしも1

にはならないため5Lは 同書の定義する 「労働分配率」を使用 し,S圧 は1一 労働分配率,と し

て算定 した。
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第2図 ア ッセ ン ブ リー メー カー の3カ 年 移動 平均TFP成 長 率
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それ で は まず ア ッセ ンブ リー メ ー カ ーの 各社 につ い て み てゆ くこ とにす る。

トヨ タ に つ い て み て み る と,同 企 業 は フ ォー ド と の 技 術 提 携 を 断 念 し,

'51一'56年にか け て生 産 設備 近代 化5ヶ 年 計 画 をすす め
,新 鋭..L作 機 械 をは じめ

とす る新 鋭 設 備 の 導 入 に よ り 自主 的 に近 代 化 を行 っ て い った 。'59年 に は 日本

初 の乗 用 車 専 門..[場で あ る元 町 工場 を 完 成 さ せ る 。TFP成 長 率 の 推 移 は3ヶ

年 移 動 平 均 で み る と'52一'57年 頃 に ひ とつ の 山 を築 い て お り,こ の 頃 の い っ か
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第3図 部品メー カーの3カ 年移動平均 冊 成長率(つ づ き}
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が技 術 導 入始 期 で あ る と思 わ れ る。

日産 は52年 よ り英 オ ー スチ ン社 と公 式 に技 術 提 携 にふ み き って い る。3ヶ 年

移 動平 均TFP成 長率 の推 移 は,や は り'52一'60年 頃 に 山 を つ くっ て い る こ とが

み て取 れ る 。

マ ツ ダ は 当初 は3輪 トラ ッ ク メー カー と して 出発 した 。'52年 か ら新 鋭 設 備

導 入や 鋳 造 工 程 に お け る シ ェ ルモ ー ル ド法 導 入 な どの 技 術 提携 契約 に よ る技 術

導 入 が.各種 行 わ れ た 。3ヶ 年 移動 平均TFP成 長 率 をみ る と,こ こで もや は り
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そ の影 響 を示 す か の よ うに,50年 代 半 ば か ら60年 頃 にか け て盛 り上 が りをみ せ

て い る。

いす ず は'53年 よ り英 ルー ツ社 と技 術 提 携 関係 に入 る。 そ の 後'59年 まで技 術

提 携 を継 続 させ た。3ヶ 年 移 動 平 均TFP成 長率 は見 事 に技 術 提携 開 始 後 か ら

50年 代 い っぱ い にか け て 山 をつ くって い る。

ダイ ハ ツは 当初 は3輪 車 メー カー と して出 発 。 公 式 技 術 提携 は殆 ど無 い も の

の,50年 代 初 頭 よ り既 存 の 池 田工 場 の拡 張 お よび 伊 丹 ・東 京 の 両新 工 場 の 開設

を すす め る。 そ の さい に設 備 の 合理 化 を行 った 。

日野 自動 車 は'53年 か ら仏 ル ノー社 と技 術 提 携 を 行 った 。3ヶ 年 移 動 平 均T

FY成 長 率 の 推 移 は'56一'60年 頃 に盛 り上 が りをみ せ て い る よ うで あ るが 先 述

の 各 メー カ ー ほ ど は鮮 明 で は な い。

次 に部 品 メ ー カー 各 社 に つ い て検 討 して ゆ こ う。

ヂ ー ゼ ル機 器 は,戦 前 よ り独 ロバ ー ト ・ボ ッシ ュ社 と技 術 提 携 関係 を持 って

い た が,戦 後'55年 に ボ ッ シュ 社 と技 術 提 携 に 関 して 再 契 約 を む す ぶ こ とに

な っ た。3ヶ 年 移動 平 均TFP成 長 率 は や は り'54年 か ら'60年 頃 ま で 山 をつ

くって お り,こ の 再 契 約 の 影 響 の 大 きさ が うか が え る。

日本 エ ヤ ブ レー キ は'51年 に 米 ウ ェス テ ィ ング ・エ ヤ ー ブ レー キ社 と の技 術

援 助 契 約 を復 活 させ て以 来,'53年 米 ナ シ ョナ ル ・ニ ュー マ テ ィ ッ ク社 との 自

動 扉 開 閉装 置 に 関 す る技 術 提 携,'55年 米 ベ ンデ ィ ック ス ・ウ ェ ス テ ィ ン グハ

ウ ス ・オー トモ テ ィブ エ ヤ ー ブ レー キ社 との 自動 車用 土 ヤ ー ブ レー キ に関 す る

技 術 提 携'63年 米 ベ ンデ ィ ッ ク ス社 との 自動 車 用 ブ レー キ の油 圧 作 動 装 置 に

関 す る技 術 提 携,等 々 の様 々 な技術 提 携 契約 を むす んで い る。 なか で 屯特 に重

要 で あ る と思 わ れ る の は'55年 の ベ ンデ ィ ック ス社 との提 携 で あ るが,3ヶ 年

移動 平 均TFP成 長 率 の 推 移 をみ て み る と,各 種 技 術 提 携 を 開始 した 頃 か ら相

対 的 に4tTFP成 長 率 は 上 昇 して い る もの の,全 般 的 に低 調 で これ とい った 山

は み られ ない 。 しか しお お よそ50年 代 か ら60年 代 前 半 に技 術 導 入 の始 期 が あ る

もの と思 わ れ る。

1

ぐ
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理研 ピス トン リ ング で は'55年 の シ リ ン ダー ブ ロ ック鋳 造.用の シ ェ ル モ ー ル

ド法 の 導 入 に 始 ま り,'57,'61年 には 海 外 企 業 と技 術 提 携,設 備 投 資 面 にお い

て も'55年 頃 よ り量 産 体 制 の 確 立 に と もな い,新 式 設 備 が 尊 人 され てい っ た。

3ヶ 年移 動 平 均TFP成 長 率 をみ てみ る と'57一片60年頃 にか け て ひ とつ の 山が つ

く られ,こ れ は技 術 導 入 の 影響 を 受 け た もので あ る と考 え られ る。 したが って

技 術 導 入 の始 期 は この あ た りを 中心 に も とめ られ るべ きで あ る。

日本 発 条 に お け る,'52年 の か の 有 名 な シ ョ ッ トピー ニ ン グ法 に よ る ば ね 製

造 の 成 功 は,非 公 式 な ルー トに よ る知 識 流 入型 技 術 導 入 の典 型 で あ る。'61,

'62年 に は海 外 の 企 業 との 公 式 技 術 提 携 を行 い
,特 に'61年 の仏 ジエ ー ・アー ・

グ レゴ ア ー ル社 と の 自動 車 緩衝 装 置 用 大 気 ばね に関 す る技 術 提 携 は重 要 で あ る

と考 え られ る。 設 備 投 資 も'53一'54年 に 第 一 次,二 次 設 備 合 理 化 計 画 が 実 施 さ

れ,か な り広 い期 間 にわ た って技 術 導 入 の始 期 の候 補 期 間 が広 が って しま って

い る。3ヶ 年 移 動 平 均TFP成 長率 の動 き も,'53一'56年 と'61一'64年 の 二 つ の

ピー クが で きて お り,技 術 導 入 の 効 果 を うか がわ 甘 る もの の,明 確 な技 術 導 入

始 期 を 示唆 す る よ うな もの で は な い 。

豊 田工 機 につ い てみ て み る と,同 企 業 の戦 後 技 術 導 入上 の 最大 の トピ ック ス

は'55年 に行 わ れ た 仏 工 作 機 械 メ ー カ ー,ジ ャ ン ドル ン社 との 技 術 提 携 契 約 で

あ る 。 こ の技 術 提 携 の 同社 の技 術 形 成 に もつ 決 定 的 重 要 性 を示す よ うに3ヶ 年

移 動 平均TFP成 長率 も'55一'60年 頃 に大 きな 山 をつ くって い る。

トピー 工 業 は 車 輪 工 業 と東 都 製 鋼 他2社 が'64年 に合 併 して 出 来 た 企 業 で あ

る。 した が っ て こ こで は'64年 合 併 以 前 の 車 輪 工 業 の み を検 討 の対 象 と した い 。

ち な み に3ヶ 年 移 動 平 均TFP成 長 率 も'64年 の前 後 で 大 き な乱 れ を み せ て い

る.。公式 技 術 提 携 は ほ とん ど行 わ れ た 形 跡 は な い。 しか し'51年 か ら'57年 まで

に,戦 後 最 初 の 第一 次,第 二 次,第 三次 の設 備 合 理 化 が 行 わ れ,こ の期 間が 技

術 導 入の 始期 の候 補 期 間 と な る。 この 設 備 更新 に よる技 術 導 入 の 効 果 を示 す よ

うに3ヶ 年 移動 平 均TFP成 長率 は50年 代 の 後 半に は ね ヒが りをみ せ て い る3)。

3>'50一'63年期間のデータは車輪工業のものを使用 している。
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ア イ シ ン精 機.も'65年 愛 知 工 業 と新 川 工 業 が 合併 して 出 来 た 企 業 で あ る。 た

だ しと もに トヨ タ系 の部 品 メ 「 カー が,社 史 に よれ ば,「 ルー ツ を 同 じ くす る

兄 弟 社 」 が 「互 角 の形 勢 上),で 合 併 した と言 わ れ る よ う に,3ヶ 年 移動 平 均

TFP成 長 率 も合併 前 後 で 大 き く乱 れ る こ と もな く,少 し先 走 った 話 に な るが,

後 に行 うChow検 定 に お い て も合併 の前 後 に 大 きな 構 造 変 化 は見 い だ され な

か った 。 した が って'65年 以 降 の デ ー タを 使 用 す る こ と も原 理 的 に は問 題 は無

い の だ が,戦 後 の初 期 技 術 導.入 とい う性 格 規 定 か ら して,'65年 まで の 愛 知 工

業 を主 た る検 討 対 象 とす る%公 式 技 術 提 携 は'64年 に小 規 模 な もの が行 わ れ て

い る だ けで,や は りこ こ で 注 目す べ きな の は,'59年 に始 ま る ダ イ カ ス トマ シ

ンを 中心 と した設 備 の近 代 化 で あ り,技 術 導 入 始期 も この前 後 に見 い だ され る

べ きで あ ろ う。

萱 場 工 業 は 油 圧 機 器 を専 門 に製 造 す る企 業 で あ る。 公 式 の 技 術 提 携 は'52年

調 印 の航 空 機 部 品 に 関す る米 ベ ンデ ィ ックス ・エ イ ビエ ー シ ョ ン社 との 提 携 に

始 ま る。 この技 術 提 携 は 同社 の 社 史 に よれ ば ユ種 類 の 部 品 製作 技 術 に と ど ま ら

な い,生 産工 程 合理 化等 の 波.及効 果 を持 っ て い た と高 く評価 さ れ て い る5}。第

二 の技 術 提 携 は'58年 の ダ ウ テ ィ社 との炭 鉱 用 油圧 鉄 柱 に 関す る提 携 で あ る。

これ も また他 部 門へ の波 及 効 果 は大 で あ った と評 価 され てい る。 さて そ の よ う

な情 報 を前 提 と して3ヶ 年 移 動 平 均TFP成 長 率 をみ て み る と,'58年 を 中心 と

して ひ とつ の 山 が形 成 さ れ て い る。 デ ー タ そ の もの が 野55年か ら しか 得 られ て

い ない,と い う制 約 は あ る もの の,や は り'58年 を 中心 とす る期 間 に技 術 導 入

の 始 期 は も とめ られ るべ きで あ る。

椿 本 チ ェ イ ンの技 術 形 成 に と って 重 要 で あ った と思 わ れ る戦 後 の トピ ッ.クス

は次 の2つ で あ る。 まず ひ とつ は,'55年 に 英 ルー ツ社 の ノ ッ ク ダ ウ ン生 産 に

い す ず 自動 車 が使 用 してい た タ イ ミン グチ ェー ンを 国産 代 替 して 製 造 し始 め た

当

の アイシン精機 『アイシン精機20年 史』 アイ シン精機社史,ユ980V,9ペ ー ジ。

5)レ50一'嗣年 のデー タは愛知工業の ものを使用 している。

6)萱 場工業 『風雪 と激動の40年 一 油圧に生 き油圧 を超 えて一 」萱場工業社史,89ペ ージ。
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こ とで あ る。 い ま ひ とつ は,正 式 な提 携 契 約 調 印 に は 至 ら なか っ た もの.の,

'57年 英 キ ング社 の技 術 を導 入 して トロ リー コ ンベ ヤを 製 作 し始 め た こ とで あ

る 。 公式 技 術 提 携 契 約 と して は,ア イ ア ンハ ン ドに 関す る'63年 米 サ リー ン社

との提 携 もあ る が これ は 時 期 が 遅 きに 過 ぎ よ う。3ヶ 年 移 動 平 均TFP成 長 率

の動 きに あ らわ れ て い る とは言 い難 いが,や は り注 目す べ きは5⑪年 代 後 半 で あ

ろ う。

日本 電 装 に つ い て み てみ る と,'49年 に トヨ タ 自動 車 か ら独 立 した 同 企 業 は

'53年 よ り独 ロ バ ー ト ・ボ ッシ ュ社 との 技 術 提 携 関係 に人 って い る。3ヶ 年 移

動 平 均TFP成 長 率 も50年 代 後半 に あ る程 度 の高 ま りをみ せ て い る。

曙 ブ レー キ に つ い て は,株 式.ヒ場 が 遅 か っ.たた め,デ ー タが'61年 か ら しか

入 手 出 来 なか っ た が,同 企 業 の社 史 が,'60年 か らの 米 ベ ン デ ィ ック ス杜 との

技 術 提 携 を 同企 業 の 発 展 の 要 で あ っ た,と 回顧 して い る と ころが ら本 研 究 の 取

り上 げ る対:象と して ふ さわ しい と判 断 した 。 デー タ採 取 期 間 の短 さか ら同 企 業

の デ ー タは少 し特 殊 な取 り扱 い をす る。

小 糸 製 作所 は,'57年 か ら'61年 まで 事 業 の 中心 部 分 で あ った と思 わ れ る静 岡

工場 を分 離 して小 糸 電 機 と して別 会 社,別 会 計 で取 り扱 って い た。 した が って

そ の時 期 の小 糸 電 機 の デー タは小 糸 製 作 所 の デー タに は 入 って こない 。 重 要 な

技 術 導 入 もこの 分 離 さ れ て い た時 期 に多 く行 わ れ て お り,こ の よ うに一 連 の 時

系列 デ ー タが,特 に重 要 な 時期 につ いて,単 一 の企 業 の もの と して み なせ な い

場 合 の処 置 は後 述 す る。

プ レ.ス工業 に お い て は,公 式 な技 術 提 携 は戦 後'75年 まで 全 く行 わ れ て い な

い。 さ ら に,緻 密 な ケ ー ス ス タデ ィに よ る先 行研 究 が 明 らか に して い る よ うに,

今 回 の デ ー タ採 取 で は 入 手 不可 能 で あ った 戦 後 の ご く早 い時 期 に重 要 な技 術 導

入 ・形 成 が 行 わ れ て お り,入 手 デ ー タ期 間 で は す で に基 本 的 な技 術 形 成 は 終

わ っ て い た よ うで あ る(山 岡 〔1990〕)。3ヶ 年 移 動 平 均TFPの 極 め て平 板 な

動 きが それ を裏 付 けて い る 。 この場 合 の デー タの取 り扱 い も後 述 す る。

以 上 の検 討 に よ り出 され る結 論 の一 つ 目 は,小 糸 製作 所 とプ レス工 業 の デ ー
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タは,整 備 され るパ ネ ルデ ー タの構 成要 素か ら除 外 され ね ば な らな い,と い う

こ とで あ る。 その 理 由 は く り返 しに な る が,小 糸製 作 所 につ い て は 単一 の企 業

と して の連 続 性 に疑 問 が もた れ る こ と,プ レス].:業 につ い て は技 術 導 入 過程 を

検討 す る とい う本 研 究 の 目的 に か な う時期 の デ ー タが 採 取 で き なか った こ とで

あ る。

二 つ 目の結 論 は,多 くの 場 合 記 述 的資 料 とTFP成 長 率 の動 向 は整 合 して お

り,そ の 両者 を併 せ て 利 用 す れ ば,技 術 導.入の始 期 の候 補 期 間 は何 年 間 か の 間

に絞 り込 め る とい う こ とで あ る。

しか し,何 年 間 か に絞 り込 んだ 後 の 最 終 決 定 に は 未 だ決 め手 を欠 く。 そ こで,

各 企 業 毎 に ス テ ップ ワ イ ズのChow検 定 を行 って,そ の 中で 最 もF検 定 のP

値 の低 い 年 を技 術 導 入 の 始期 と考 え る こ とにす る 。つ ま り最 もP値 が 低 い 二

生 産 関数 の構 造 が 不 安定,で あ る の は,技 術 導 入 シ ョ ックが加 わ っ た た めで あ

る,と 考 え るの で あ る。

こ こ で使.用す る構 造 安 定 性 の テ ス トで あ るChow検 定 の 基 本 的 な考 え 方 と

手 続 き は以Fの とお りで あ る。

使 用 す る生 産 関 数 は タイ ム トレ ン ド項 入 りの トラ ン.スロ グ生 産関 数(1)式,

あ るい は と きに は(2)式 を使 用%企 業 毎 に デ ー ダ採 取 全 期 間 を'と す る。

`を2つ の期 間 に分 割 して 前 の 期 間 数 を も,後 の期 間数 を 碗 と して,.全t期 間

で 生 産 関 数 の パ ラ メ ー ター推 定 を した と きの 残 差 二 乗和 をSSR,,'2期 間 で生

産 関 数 の パ ラ メー ター推 定 を した と きの残 差 二乗 和 を55π2と す る。 す る と生

産 関 数 の 全 パ ラ メ ー ター は ち 期 間 と ち 期 間 との 間で 安 定 して い る とい う帰 無

仮 説 の も とで,

α一 ∬鷲5鳥 ・向云κ

(Kは パ ラ メ ー タ ー の 数)

7)後 の回帰分析で(2>式 を基本モデル とす るに も関わらず,(1)式 を使用 するのは制約 瓦 が受

容 されるか否かが さだかで はないか らである。但 し(1〕式 を使用す るとどうして も構造が安定化

しない場合 には(2)式 を使用 した、. 潮
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は 分 子,分 母 各 々 の 自 由 度 個,ら 一 恥 のF分 布 に 従 うの で これ に よ り検 定 を

行 え ば よ い 。

さ ら に,こ.こ で は'1+オ2='の'1,'2を1期 ず つ ず ら し て い っ た(ス テ ッ プ

ワ イ ズChow検 定 〉。 例 え ば

'1=1951-1950'2=(1975十1-1950)一(1951-1950)

'1=1952-1950ち=(1975十1-1951)一(1952-1950)

二

とい う具 合 で あ る。 な お(1)式 な らパ ラ メー ターが10個 あ るた め,SSR,を 出

す 回 帰 分 析 の 際 の 自 由 度:の 問 題 で,'2は11以 下 に は な り得 ず,し た が っ て

Chow検 定 が 行 え る下 限 は'65年 で あ る。

そ れ で は上 の よ うな ス テ ップ ワ イズChow検 定 の 結 果 を 図 に ま と診 て み て

み よ う(第4・5図)。

こ う して最 終 的 にChow検 定 に よ り技 術 導 入 期 の 始 期 を 決 定 した 結 果 ア ッ

セ ン ブ リー メ ー カ ー に つ い て は8年 間,部 品.メー カ ー につ い て は5年 間 を と

り&1,以 下 の期 間 を技 術 導 入期 とみ なす こ とにす る(第2表)。

た だ し曙 ブ レー キの み は デー タの不 足 の た め,Chow検 定 に よ る技 術 導 入期

の決 定 は行 わ ず社 史等 の記 述 的 な 資 料 に 基 づ き技 術 導入 期 の決 定 を行 った 。 な

お曙 ブ レー キ につ い て もデ ー タ上 可 能 な'62一'65年 の ステ ップ ワ イ ズChow検

定 を行 った が 極 め て 高 い構 造 安 定 性 を 示 す 数 値 が検 出 さ れ ただ けで あ った 。

こ の時 期 の デー タを ア ッセ ンブ リー メー カー,部 品 メ ー カ ー に大 別 し,そ れ

8)ト ランスログ生産関数 はコブ ・ダグラス型生産関数やCES型 生産関数よ りは制約の少 ない生

産関数型 であるが、それで もタイ ム トレン ド変数 丁の 入った トランスログ生産 関数でい うと,

技術進歩率の時間変化率(加 速度)が ・定であ る等の先験的な仮定 をおいてい る。 したが って,

回帰分析の対.象期間 とす る=パ ラメー ターが同一であ ると仮 定する期 間は短いほ ど良い。 しか し

この ような理論的要請 とは別に,一 定程度の 自由度を確保 しな くてはならない とい う実践的な要

請 もあ る。その妥協点 としてア ッセ ンブリー.メー カー・8年間,部 品メーカー5年 間とい う期間 を

採択 した。 ア ッセ ンブ リーメーカーの ほうが長 くな っているのは,ど うしても企業数が少ないた

めと,1950年 代の初めか ら技術導入が始 まってお り,導 入技術 の消 化 ・吸収 に比較 的長時間を要

したので はないか と考え られるためで ある。
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第4図 ア ッセ ンブ リー メー カ}のChow検 定 の結 果
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第2表 メ ー カー の技 術 尊 人期(パ ネ ル デー タ に使 用 す る 期 間)

・ア ッセンブリー メーカー ・部 品 メ ー カー

ヨ タ

ツ ダ

い す

ダ イ ハ ツ

技 術 尊 人朋

'52 一'59年

幽52一}59年

'53 一'60年
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'54 一'61年

'53 一'60年

技 術 導 入 期… 技 術 尊 人期

ヂ ー ゼ ル 機 器'59一'63年 ア イ シ ン 精 機'59一'63年

目本 工 ヤ ブ レー キ'58/62年 場 工 業'61一'65年

理研 ピス トン リング'59一'63年 椿 本 チ ェ イ ン'55一'59年

日 本 発 条'56一'60年 日 本 電 装'55・ 髄59年

田 工 機'55一'59年 曙 ブ レ ー キ'61一'65年

ピ ー 工 業.'51一'55年

淵
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それ パ ネ ルデ ー タ と して統 合 す る。 そ して,そ れ を使 用 して 回帰 分 析 に よ り生

産 関数 のパ ラ メー ター の推 定 を行 う。

付 論y,K,ム の デ ー タ ソー ス につ い て

有価証券報告書は基本的に年2回 発行であるがr(生 産量)は 前期+後 期

で計算 し,κ(資 本ス ト.ック)は 前期決算時の期末残高,乙(労 働)は 前期決

算時の従業員数である。ただ しrは 当該期の実績値 は次期の報告書 にて報告

されることを考慮 して,次 期報告書の 「を当該期のrと して計算した。

年2回 発行される資料にもかかわらず年次データとして処理した理由は,前

期と後期で生産構造に季節性の違いが出て くることを懸念 したためと,戦 後初

期の段階でぽ報告書は年1回 発行の企業があったためである。

各企業のKの 系列の作 り方は,有 価証券報告書の有価固定資産明細表で減

価償却費を考慮せずに,

有形固定資産期末残高一建設仮勘定

で算出した。つまり資本ストックデータはグロスベースで とったわけである。

一般的に,固 定資本ストックデータをとる時にはグロスで とるべきか,ネ ット

でとるべきかという問題があるが,い ずれにも一長一短がありケースによるよ

うだ。今回グロスでとった理由は生産力的観点からみた場合の資本ス トックは

グロスでとるのが望ましいと通常言われていること,そ してネットでとった場

合には産業政策の一環としての特別 ・加速度償却等の人為的な資本ス トック額

の操作が行われているおそれがあるところにある。特に後者は重要である。

rは 「売上高」ではなく可能な限 り 「生産能力」を とるようにした。ねら

いは景.気変動の影響をできるだけ取 り除くためである。生産能力が金額で表示

されていない場合は 「生産実績値」を γとした。なお 乳 κ に使用 したデフ

レーターは日本銀行発行の 『物価指数年報』の 「総合卸売物価戦前基準指数」

の 「機械器具」の指数をyに 「生産財」の指数をKに 使用 した。各々]975年

を基準ユ.00として,デ フレーターをつくりなおした。
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